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特集／市民の政治学を検討する
特別寄稿
平和のための熟議投票の試み
―熟議民主主義の実践例
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１．問題意識
　小選挙区制の導入をはじめとする選挙制度改革は、2 大政党化をもたらし、
日本政治を大きく変容させつつある。これによって、自民党と民主党以外の政
党は候補者を当選させることが以前よりも困難になった。しかも、自民党と民
主党の間では政策距離がさほど大きくないことも多く、根本的な理念について
選挙で民意を問うことが困難になった。
　特に、この問題は平和問題や憲法問題について深刻になった。政策本位の選
挙というかけ声の下で年金や財政について細かいマニフェストが作られる一方
で、これらの重大な課題が選挙の争点から抜け落ちるという事態が生じた。野
党である民主党は、内部で意見対立があるので、これらの問題について明確な
公約を掲げて選挙で争点化することは困難なのである。そのため、与党が主導
する改憲のプロセスが、大きな抵抗もなく進められるという結果が生じた。実
際に、安倍政権においては教育基本法の改定に続いて国民投票法が可決され、
改憲のための準備が整えられることになったのである。
　そもそも現在の選挙制度は、これまで曖昧であった政治の争点を明確化させ、
政権交代を可能にすることを目的に導入されたものである。政権交代によって、
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これまで自民党の一党支配によって作り上げられた恩顧主義的な利権構造を変
革し、政策本位の政治を実現することがその目的として掲げられていた。つま
り、この改革は、「政治改革」のかけ声のもとで、英米モデルによる「小選挙
区→ 2 大政党制」という論理に基づいてなされたのである。
　しかし、新たに導入された小選挙区制には、次のような問題点がある1。 
　・選挙区で一人しか当選しないので、死票が増える。
　・ 強引に 2 大政党を作り出す効果があるので、第 3 党以下の中小政党が多
くの議席を獲得することが困難になり、2 大政党が重視しない争点が選挙
で表出されにくくなる。また、同一選挙区内における有力候補者の数も減る。
　・ しかも、2 大政党の政策は中央に寄る場合も多いので、争点が局限される
傾向が増す。中小政党を通して、多様な意見を取り入れることができなく
なる。
　・ 日本では、恩顧主義的な利益誘導型選挙（親分⊖子分関係による選挙）の
効果を相対的に高めてしまう。
　・ 地盤がある議員が有利になるため、新人議員が当選しにくくなり、前職が
有利になる。また、世襲議員が増加する。
　いずれも、選挙制度改革後も顕著に見られる現象である。そこで、英米をモ
デルにする 2 大政党制よりも、篠原一氏が提起されたヨーロッパのモデルに
したがって、「連合政権」の政党システムを可能にするような選挙制度にする
べきであったと言えるだろう。
　小選挙区制の導入をはじめとする選挙制度改革の結果、護憲派と呼ばれる諸
政党は、不利な立場にたたされている。護憲派の政党に投票がなされても、そ
の多くが死票となってしまうからである。また、平和派の市民にとって魅力的
な候補者がいない場合、そもそもその人たちはしばしば選挙で投票にもいかな
1 戦前日本の事例に注目した学問的な議論として、小林正弥「恩顧主義的政党と選挙
制度改革―日本政治『成功』の要件」（『千葉大学法学論集』第 18 巻第 1 号、2003
年 7 月、195-285 頁。
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くなる。そうした消極的な行為が、改憲を主張する与党に有利に働くことになる。
　他方で、護憲派の諸政党においては、それぞれのイデオロギーや思想・政策
に固執して、お互いに対立している。中選挙区制や比例代表制ならばそれでも
各政党の候補に一定の当選可能性があるけれども、小選挙区のように選挙区が
小さくなると当選可能性はきわめて小さくなってしまう。これは護憲派の共倒
れを意味し、いわば自滅行為と言えよう。それでは平和憲法を守ることはでき
ないのである。
　だから、もし平和憲法を守ろうと考えるならば、そうした対立を乗り越えて、
平和政党・護憲政党には結集して共同候補を擁立することが望まれることにな
る。小林らは、市民の立場からこれを「平和への結集」と呼んで、2003 年参
議院選挙から政党や市民に対してそのような提案をしてきた2。
　こうした訴えは、市民たちの間には大きな共感を生み出し、様々な活動が行
われた。この運動は、様々な点で政治学的にも、あるいは公共哲学の観点から
も重要な論点を含んでいる。しかし結果的には、2007 年参議院選挙まで護憲
派と呼ばれる政党に受け入れられることはなかったので、政党の候補者擁立そ
のものには影響を与えることはなかった。
　そこで、次善の策として、このような市民達の間では、所与の候補者擁立状
況を前提として、もっとも有効な形で投票を行うことが考えられた。平和憲法
を擁護したいと考える市民を対象として、まずは投票を行うことを呼びかける
とともに、現在の選挙制度と候補者擁立状況のもとでは死票となる可能性が高
いことを認識し、熟慮して選挙を行うことが提案されたのである。この際に、
小林の念頭にあったのは熟議民主主義の考え方であり、これを市民達に説明し
つつ、戦術的投票についての熟議を提案した。
　平和憲法擁護という目的に即して考えると、以下のように考えることができ
る。たとえば衆議院議員選挙の場合、小選挙区と比例代表の並立制がとられて
2 この提案は、はじめは地球平和公共ネットワークからなされた。
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いるから、それぞれの仕組みに合わせた投票を行うことが考えられる。まず比
例代表においては、死票がでるわけではないので、各政党のマニフェストなど
を参考にして平和志向の政党に投票すればよい。次に、小選挙区においては、
たった一人しか当選できないので、そもそも死票になる確率が非常に高い。そ
れを回避するため、たとえ所属政党のマニフェストが完全には支持できなくて
も、その本人が平和志向であれば支持する可能性がある。その際、議員へのア
ンケートなどは有力な情報となるだろう。小選挙区においては、より有力な平
和候補へとみんなの票を集めることが必要となるからである。
　平和憲法擁護のためにアクティブに活動する市民達にとっても、このような
考え方は新鮮であり、予想以上の賛同を得て、このような試みは 3 回の国政
選挙で行われ、その度に発展している。これは、小選挙区を中心にする選挙制
度が導入されたために生じたものであり、いわゆる戦略的投票ないし戦術的投
票などを市民の間の熟議によって行うものである。これは、あくまでも「平和
への結集」という考え方に共感する市民達の間で行われた試みではあるが、そ
の前提のもとにおける熟議民主主義の実践的展開と言うことができよう。そこ
で、この試みについて報告しておきたい。
２．2003 年衆議院選挙
　その前の 2000 年総選挙（6 月）でも、韓国の落選運動の成功（2000 年 4 月）
の刺激などもあって、候補者の政策などを市民の観点から評価して当落に反映
させようという運動が見られた。この 2003 年総選挙にあたっては、マニフェ
スト運動の影響もあって、この流れは一層加速した。独自に、候補者の見解に
ついてアンケート調査を行ったものもあるし、新聞のアンケート調査などの
様々な情報を集めて紹介したものもある。また、選挙に関する情報を提供して
市民の問題意識を高め、投票をするように呼びかけるものも多かった。
　これらは、サイトやメールなどインターネットを通じて活発な運動を行った。
これらには様々な性格のものがあり、〈平和・環境運動〉〈市民運動一般〉〈マ
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ニフェスト・政権交代〉〈客観的・中立的〉というように分類することができ
た3。2003 年はイラク戦争が開始された年であり、平和派の市民達の中では危
機感が強かったので、〈平和・環境運動〉でもこのような試みが活発に行われ
たのである。
　これらは、特にどこかが全体に指示して始まっているわけではなく、選挙の
重要性を認識した市民達によって、同時かつ並行的に行われたものである。小
林は、当時これを、「同時多発テロ」を意識した逆説的な表現として「同時多
発的『選挙に行こう』運動」と呼んで紹介した。
　これらの運動においては、必ずしも特定の政党や政治家に投票することを呼
びかけるのではなく、一般的に選挙に行くことを呼びかけている場合が多かっ
た。〈客観的・中立的〉の場合はもちろん特定政党の支持を掲げていないが、〈市
民運動一般〉においても支持政党を鮮明にしていない場合が多かった。また実
際には民主党よりと思われる〈マニフェスト・政権交代〉型の場合も、さらに
は護憲政党よりと思われる〈平和・環境運動〉の場合も、この点は共通してお
り、このような形態が主流になっていた。
　ここには、次のような理由が考えられる。
　・ 「なるべく中立的に運動を行った方が結果的には効果的」という判断が存
在した。
　・ 「運動の側が結論を決めて呼びかけるのではなく、市民一人一人が各政党・
政治家の政策を見て判断すべきである」という筋論が存在した。
　・ マニフェストやアンケートを並列に掲載した方が、政治的に片寄らず安全
という判断が存在した。NPO や市民にも、政治的運動に明示的に関わる
ことに対して、制度的規制ないし自己規制が存在するからである。
3 当時の記録が、地球平和公共ネットワークの（旧）サイトに存在する。
　http://global-peace-public-network.hp.infoseek.co.jp/index-j.html
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　・ 〈平和・環境運動〉の場合は、政党や候補者擁立状況から、実は積極的に
応援したい政党・政治家がいない場合も少なくない。民主党に対しても有
事法制への態度などから不信感が存在しているし、社共への投票は死票と
なる可能性が高いからである。だから、「〇○（政党など）に投票しよう」
という運動が行えない。
　最後の点について補説すると、平和志向の市民においても「デモには出かけ
ていても選挙には行かない」という人が少なくはなかった。しかし、〈平和・
環境運動〉の側からすると、それではますますタカ派が有利になってしまい、
軍事化がますます進んでしまうので、これに対して上記のような「選挙に行こ
う」キャンペーンが活発に行われたと思われる。
　それぞれのキャンペーンの方向性は様々であるが、市民が選挙について関心
を持ち政策について情報を提供して選挙を行うことを呼びかけることは、疑い
なく有意義である。政治学では政治的無関心が大問題になっているので、この
ようなキャンペーンが市民によって自発的に行われることは極めて望ましい。
特に、共和主義（リパブリカン）的な公共哲学から見れば、政治参加はそれ自
体が政治的美徳であり、自分が情報を収集して選挙に行くだけではなく、キャ
ンペーンを積極的に行って人々にそれを勧めることは賞賛に値する価値ある行
為である。
　ただ、平和問題に関心を持つ市民にとっては、これらのキャンペーンによっ
て投票しようという意欲を持っても、上記の理由によって、実際にどう投票し
たらいいか迷わざるを得ないことが多い。投票に行くようにキャンペーンをし
ている人々自身もこの点について確たる方針がない場合も多いのだから、これ
は当然である。
　死票を回避して戦術的投票を行おうとすれば、選挙制度の特性などを考慮す
る必要がある。選挙制度が完全な小選挙区制ではなく、比例代表制も存在する
ので（並立制）、上述のようにこの二つの選挙制度の特性を組み合わせて考え
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ることが有意義である。そこで、小林は、平和問題を中心に考えて投票を行お
うとする人々に対し、個人的に以下のような「地球的平和のための投票」指針
（概要）を考えた。
　1．まず、比例代表区においては、中小政党に入れても死票とならずに意味
を持ちうるので各党の過去の実績とマニフェストを相互に比較し、地球的平和
の実現のために努力してくれそうな政党に投票する。
　2．次に、小選挙区においては、なるべく死票を避けるために、所属する政
党のマニフェストだけではなく、その候補者本人の過去の政策支持や政策の志
向を見て、合わせて判断する。例えば民主党全体の過去の実績やマニフェスト
に賛成できなくとも、その議員本人が平和志向であれば、その人に投票するこ
とが考えられる。逆に、民主党全体の政策には賛成していても、その議員本人
が戦争志向・タカ派志向が強ければ、その人への投票を止めることが考えられる。
　その選挙区で、当選を争う議員の中に自分が喜んで投票できる議員がいなけ
れば、政権交代を優先して民主党に入れるか、あるいは、死票を覚悟して、激
励のために中小政党や無所属の候補に投票することが考えられる。いずれにし
ても、棄権や白票ではなく、選挙権を行使する方法を最大限考えるべきである。
　この時点ではイラク戦争やそれに対する日本の協力が重要な争点になってい
るので、それを意識した表現になっているが、実際には平和問題以外の問題や
具体的な選挙区事情を加味して考える必要があることも付記した。
　この指針の提案はメールによって個人的になされ（2003 年 11 月 6 日）、イ
ンターネット上で公表された。まだ人々の熟議そのものを呼びかけてはおらず、
熟議投票という概念も使用してはいない。しかし、このような「指針」の反響
は大きく、このような試みの必要性を強く感じた。この試みは、その後の熟議
投票への展開の出発点になったと言うことができる。
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３．2004 年参議院選挙
　翌年の参議院選挙では、この経験を生かして発展させることを目指した。ま
ず、地球平和公共ネットワークの ML 上で議論をして呼びかけ人を募り、「『平
和への結集』運動有志　小林正弥（千葉大学、地球平和公共ネットワーク）、
きくちゆみ（グローバル・ピース・キャンペーン）、内山田康（筑波大学）」と
いう形で文書を公表した（2004 年 6 月）4。
　その冒頭は、
　
　A. 基本的アクション
　1 ．非常に大事な選挙なので、投票へ行くように、友人、同僚、知り合い、親戚、
その他できるだけ広い人に勧めよう。
　2 ．平和憲法を守り、戦争への道を歩まない政党や候補者を選んで投票する
ように勧めよう。
　となっている。これは、前年の衆議院選挙における「選挙に行こう」運動
と同じである。これに加えて、「B．参院選における『平和への結集』の訴え」
が続き、次のように書かれていた。
　「…そこで、平和主義を守って再確立するためには、一人でも多くの人が、
平和を真に希求する候補者や政党に投票することが必要です。けれども、不幸
なことに、全国の多くの選挙区で平和志向の候補が分立しており、平和を希求
する票が拡散して、議席に結びつかない危険が少なくありません。
　私達は、『平和への結集』を訴え、そのために全国的に平和統一候補が実現
することを願っています。それが実現されていない現状は極めて遺憾ですが、
4 全文は、注 2 のサイトを参照。
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その中でも最善の努力を行うべきでしょう。そこで、平和志向の票が最大限有
効に生かされるように、私達は政党・政治家と有権者に、次のように選挙にお
ける『平和への結集』を訴えます。」
　このＢの項目は二つに分かれていて、「B⊖1．平和統一候補を求める訴え：
平和を希求する政党や政治家に」では、平和統一候補の実現を訴えた後で、
　「今からでも遅くはありません。アメリカ大統領選の予備選挙などでは、当
選不可能とわかった候補は順次断念して他の候補に協力します。そこで、当選
不可能とわかった平和希求政党・政治家はその地区の選挙から降り、当選可能
性が相対的に高い平和希求候補者を推薦・協力するように要望します。既に選
挙戦が始まっている以上、このようなことは困難でしょうが、逆に「平和への
結集」という観点を打ち出してこれに踏み切れば、効果は少なくはないでしょう。
　また、擁立・推薦していない場合は、平和希求政党は、自主投票にせずに、平
和を真に求めていると思われる候補者に協力するように求めたいと思います。」
　と締めくくっている。もっとも、実際にはこのようなことが実現する可能
性はほとんどないと考えていたので、力点があるのは「B−2.「平和への結集」
投票の指針：平和を希求する有権者に」の方である。ここでは、
　「…選挙制度の変化のために、従来のように政党の支持・不支持だけで投票
すると、死票となってしまう危険性が増えています。そこで、現在の選挙制度
においては、各党・各候補者の政策に加えて、選挙区の状況を勘案して、投票
することが重要になってきています。そこで、『熟議民主主義（deliberative）』
の最も重要な一環として、『これらについての情報を得た上で、さらに市民の
間で十分な議論を行い、各自で投票を考える』という『熟議投票（deliberative 
vote）』が望ましいと思います。」
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　とした。ここにおいて初めて、「熟議民主主義」についてふれながら「平和
のための熟議投票」を提案したのである。その内容は、前年の衆議院選挙とほ
ぼ同じであるが、参議院選挙では非拘束選挙方式が導入されているので、それ
を活用する指針を提起した。関連部分を挙げれば、
　「2 － 1．まず、比例代表区においては、マニフェストやアンケートなどのデー
タから、各党ないしその候補者について、過去の実績と訴えている政策を相互
に比較し、地球的平和の実現のために本当に努力してくれそうな政党ないしそ
の候補者に投票する。
　比例区では少数派でも得票率に応じて当選するので、死票の危険性はあまり
考えずに自分が期待する平和希求政党・政治家に投票してよい。
　非拘束名簿式が 2000 年に導入されており、比例区では政党に投票すること
も政治家個人に投票することも可能である。そして、政党名と候補者名の得票
を合計した総得票数によって各政党の議席数が決まり、各政党の中では候補者
本人の得票数が多い順に当選者が決まる。
　だから政治家個人に投票すると、その政党の中で当該の政治家の当選可能性
が高まるので、特に期待する平和希求政治家個人に対して投票することを勧め
たい。政党全体で平和希求の政策を一貫して取っている場合はともかく、政党
全体の姿勢が必ずしも信頼できない場合は、特に平和希求政治家本人に投票す
べきであろう。
　2 － 2．次に、選挙区においては、実績・マニフェスト・アンケートなどを
吟味して、所属する政党だけではなく、その候補者本人の過去の政策支持や政
策の志向を見て、合わせて判断するべきであろう。このためには、候補者アン
ケートは非常に参考になる。…」
　としたのである。
　この選挙においては、個人的に指針を提起するのではなく連名で呼びかけを
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行い、そして「熟議民主主義」や「熟議投票」を言葉として市民に対して初め
て提起した。これらの点で進展が見られ、次の 2007 年参議院選挙の試みにつ
ながったと言うことができよう。
４．2005 年衆議院選挙
　次の国政選挙は 2005 年衆議院選挙であり、これは小泉内閣におけるいわゆ
る郵政選挙である。この時は、終戦記念日の 8 月 15 日に、地球平和公共ネッ
トワークを中心に「平和への結集」有志として 11 人（大学人 4 人、天木元レ
バノン大使など）で「9・11 衆院選における『平和への結集』の訴え―平和
統一候補の実現により、平和問題を総選挙の最大争点に」というアピールを出
した。この要旨は次のようにまとめられ、一般に呼びかけられた。
　●9・11 総選挙で「郵政民営化への結集」に抗し、「参戦」内閣に審判を下す
「平和への結集」を
　あの 9・11 に行われる選挙を、イラク派兵など「反テロ」世界戦争に対す
る日本の「参戦」に審判を下す選挙にしよう。平和票の分散を避けるために、
平和希求政党や政治家は、平和統一候補を実現して欲しい。政府が「郵政民営
化への結集」を求めて分裂選挙をするならば、私達は「平和への結集」を求め
て協力選挙を実現させたい。
　つまり、ここではまず選挙における争点を郵政問題だけにすることに反対し、
たまたま 9・11 に行われる総選挙が 2001 年 9・11 以来最重要になっている
平和問題を取り上げるように訴えた。その上で、2004 年参議院選挙と同じよ
うに平和統一候補の実現を訴えている。
　ただし、総選挙では小選挙区比例代表制で、選挙区においては選択の余地が少
ないこともあって、戦術的投票や「熟議投票」などについては言及されていない。
　この選挙の結果は小泉内閣の自民党の圧勝であった。このため、改憲が現実
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性を帯びることになり、翌年の2006年に平和共同候補の実現を目標として「『平
和への結集』をめざす市民の風」という市民団体が結成され、「平和への結集」
そのものを目指す運動が本格的に開始された5。
５．2007 年参議院選挙・千葉選挙区
　この運動はまずは 2007 年の参議院選挙を念頭において出発した。これは全
国的に行われただけではなく、地域においても展開され、特に 2007 年参議院
選挙においては千葉、埼玉、東京において超党派の市民たちによる運動が行わ
れたのである。その中でももっとも積極的に活動が展開したのは千葉であり、
そこで熟議投票が試みられたので、ここに絞って紹介しよう。
　千葉においては、「平和への大結集・千葉」という団体が結成され、超党派
の市民たちが望む「平和共同候補」を実現するための運動が行なわれた。市民
と地方議員らが議論しつつ、平和を担いうる候補者たちをリストアップして、
みんなで話し合いながら「平和共同候補」の選定をした。そして実際に、もっ
とも有力と思われた人物と面談し、この選挙への立候補を要請した。しかし、
これは実現せず、最終的には断念する結果となったのである。
　そこで、これに続いて、立候補予定者の中から投票すべき候補を考えるため
に企画されたのが、「熟議討論集会」である。この集会は、選挙のおよそ 1 ヶ
月前にあたる 6 月 27 日に開催された。従来の政党や組織を離れた市民たちの
手によって、立候補者へのアンケート調査が行なわれ、過去の選挙結果のデー
タと投票シミュレーション6を照らし合わせながら当選可能な平和候補につい
5 本稿の論述は、筆者が直接に関わった運動に限定しているが、他にも同種の問題
意識を持ったグループは存在しており、2007 年参議院選挙の際には協力がなされた。
論稿としては、小林正弥「小選挙制下、いかに第 3 極を形成するか―『オリーブの木』
方式の平和連合を提唱する」（『世界』2005 年 11 月、745 号、124-130 頁）、声明「市
民の手による『平和共同候補・平和共同リスト』の実現を」（『世界』2006 年 5 月、
752 号、90-94 頁）などを参照。
6 このデータと投票シミュレーションについては、一ノ瀬による三回の報告を基に
している。
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ての話し合いがもたれた7。
　この集会においては冒頭で「熟議投票の意味と意義」（参考資料）という挨
拶を小林が行い、熟議投票という試みを説明した。フィシュキンの「熟議の日」
（Deliberation Day）という提案を意識して企画したので、これについても言
及した。
　熟議民主主義においては、しばしば専門家が説明してから、市民の間で熟議
することが行われる。そこで、まず市民達には選挙区の状況と、「①政策につ
いての、候補者たちへのアンケート結果、②これまでの選挙結果による当選可
能性」が説明された。
　この時の千葉選挙区は、定数が 2 から 3 に増えると共に、与党である保守
勢力の間に分裂が生じていた。自民党から二人の候補者が出るだけでなく、さ
らに党を離れた無所属の立候補者が現れたのである。また、国民新党も候補者
を立てた。こうして保守勢力の票が 4 つに分裂したため、このグループで言
うところの「平和候補」が 3 番目の当選者として滑り込む余地が生まれるこ
とになったのである。
　立候補予定者たちに対するアンケート8では、「今回の参議院選挙の課題・争
点」を始めに、「憲法 9 条の改正」や「集団的自衛権」、「自衛隊のイラク派遣
の是非」「NPT の核廃絶問題」や「社会保障制度のあり方」、さらに「議員と
しての公約」といった 7 つの質問が問われた。その回答から、それぞれの候
補者の特徴を引き出すことができた。
　自民党の石井準一候補からは回答はなかったものの、白須賀貴樹候補から回
答を得ることができた。白須賀候補は、憲法 9 条は改正すべきではないが、「自
衛権を加項し明記すべき」と回答した。もちろん、集団的自衛権についても認
7 以下の論述は、「平和への大結集・千葉」のニュース・レター第 2 巻第 2 号（2007
年 7 月 7 日、平和への大結集・千葉）における小林正弥「信条倫理か結果倫理か
―千葉選挙区熟議投票についての選択」（3 － 4 頁）をもとにしている。
8 「参院選千葉選挙区立候補予定者【アンケート結果】」（ニュース・レター「平和へ
の大結集・千葉」第 2 巻第 2 号、2007 年 7 月 7 日、6 － 7 頁。
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めた方がよく、自衛隊のイラク派遣も国際貢献として必要であると主張した。
社会保障については、国が責任を持って行なうべきと態度を主張し、「子育て
支援と『教育』の充実、高齢者の方々へ尊敬を捧げる社会の実現、年金・医療
制度の充実」を公約として掲げた。
　また、自民党を離れて無所属で立候補した本間進候補は、憲法 9 条の改正
については無回答であるものの、集団的自衛権を認めた方がよいと回答した。
自衛隊はイラクから撤退すべきだが、社会保障は自助努力で行うことを求めた。
その公約には、教育改革における道徳教育の重要性が掲げられ、「年金、エネ
ルギー、環境、医療、介護対策」への施策を挙げた。
　次に、民主党の候補者である長浜博行氏は、憲法 9 条は改正すべきではな
いものの、「集団的自衛権」については、「専守防衛の原則に基づき、わが国を
直接的に脅かす急迫不正の侵害を受けた場合に限って認める」という留保をつ
けた。イラクからも自衛隊は早く撤退すべきであり、社会保障も国が責任を持っ
て行うべきと主張した。公約についてはコメント無しとなっている。
　これに対して、民主党のもう一人の候補者である加賀谷健氏は、憲法は改正
すべきではないし、「集団的自衛権」も認めるべきではないと回答した。イラ
クからも自衛隊は早く撤退すべきであり、社会保障も国が責任を持って行なう
べきと主張している。その公約には、「勤労者ばかりが負担増となるような安
倍政権の政策」には納得できないと明言され、「勝ち組」と「負け組」の二極
化に対してみんなで支えあう社会を目指すことが掲げられている。さらに、「真
の地方分権を実現するために地方と十分に協議しながら、国と地方の役割分担
の見直し、国家から地方への権限及び税源のさらなる移譲、国と地方の二重行
政の解消」することも挙げられている。
　社民党の青木和美候補からは、憲法 9 条は改正すべきではなく、集団的自
衛権も認めるべきではないという回答を得た。勿論、自衛隊はイラクからも早
く撤退すべきであり、社会保障制度も国が責任を持って行なうべきであると主
張がなされた。その公約には、「格差の解消、年金、医療・介護の充実、教育
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の改革を憲法の理念に沿って実現すること」が掲げられている。
　最後に、国民新党の岩淵美智子候補は、憲法 9 条は改正すべきではないが、「集
団的自衛権」については、日本が直接的に攻撃を受けていない場合には米軍を
支援することは反対だが、仮に「日本が他国から武力攻撃を受け米軍が応戦し
ている場合、その米軍を日本が支援する必要性が生じてくる」と回答した。自
衛隊はイラクから早く撤退すべきであり、社会保障においても自助努力を強い
る考え方には賛同できないと主張している。公約には、「福祉、子育て、教育、
まちづくりなど、活躍するボランティア＋ NPO 団体を支援し行政との協働」
を進めることや、日本だからできる平和外交として、「日米関係と共にアジア
外交を深化させる」ことが挙げられている。
　共産党の浅野史子候補からは、回答を得ることはできなかった9。これまで
の主張からは、憲法 9 条の改正や「集団的自衛権」には反対とみなし得ると
思われる。
　これらをもとに、「①政策」について、憲法問題・平和問題を中心に考えると、
「九条の一項も二項も変えない」と答えている人が多いことがわかる。アンケー
トに答えなかった自民党の石井氏と共産党の浅野氏は別にすれば、無所属の本
間氏を除いた全ての候補者がこのように答えている。しかし、さらに「集団的
自衛権」問題に対する回答を見てみると、それぞれ上記のように答えているか
ら、アンケートにおいて「集団的自衛権」を明確に否定しているのは、社民党
の青木氏と民主党の加賀谷氏の二人だけである。共産党の浅野氏も「集団的自
衛権」を否定することが推定されるから、今度の参議院選挙千葉選挙区におい
て、純然たる「平和候補」と呼べるのは、社民党の青木氏、民主党の加賀谷氏、
そして共産党の浅野氏という三人ということができる。
　次に、「②これまでの選挙結果」を確認して、選挙における当選可能性につ
9 これは、「平和への結集」という考え方に、共産党が批判的なためであろうと推定
される。討論会では、共産党支持者からも「共産党がアンケートに答えなかったの
は公党として遺憾だ」という声が聞かれた。
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いて検討すると、社民党と共産党の候補者が、それぞれ単独で当選可能とされ
る票数を獲得することは困難と予測された。前回の比例代表の県計をみれば、
共産党の票としてはおよそ 20 万票程であり、社民党は 12 ～ 3 万票程しか持っ
ていない。当選ラインを 35 万票とすれば、両者を合計すれば当選可能性が生
じるが、それぞれがバラバラに立候補していては、とても当選ラインには届か
ない。共産党の浅野候補が当選ラインに達するには、社民党が立候補を出さな
かった前回の得票から、さらに 12 万票を増やさなければならない。今回の選
挙では社民党から候補者がでており、いわゆる革新系の票を割ることになるた
め、得票数を大幅に増やすことは難しいといわざるを得ない。同じことは、社
民党にも言える。これに対して、民主党は前回選挙において大幅に得票を伸ば
している。このように考えると、具体的に当選可能性のある平和候補は、民主
党の加賀谷候補となると予想された10。
　以上のような分析と予測が説明されてから、「ここまでは、アンケート結果
や過去の選挙結果から、客観的に考察することができますが、あとは価値判断
の問題が関わってきます」として、市民たちによる活発な議論がなされた。こ
の集会に参加した人々は平和憲法を守ることが大事であると思っているものの、
支持政党や党派には多様性があり、「このような状況にどのように対応すべき
か」という点については考え方が分かれた。
　特に社共候補と民主党候補の間では、平和憲法擁護という主張の方を重視す
れば社共の候補者に投票することになるだろうし、当選可能性の方を重視すれ
ば民主党候補に投票することになるだろう。
10 得票結果は、長浜（民主）666,241、石井（自民）541,701、加賀谷（民主）
477,402、白須賀（自民）387,395、浅野（共産）214,991、本間（無所属）130,364、
青木（社民）124,113、岩渕（国民新党）99,316 であった。加賀谷候補までが当選し、「民
主 2、自民 1」という結果になった。しかし、白須賀候補と本間候補の得票を合計す
れば加賀谷候補の票を上まわっているので、保守が分裂していなければ「民主 1、自
民 2」になった可能性は存在する。また、護憲政党の候補者については、分裂してい
る以上、私たちの予想通り浅野候補や青木候補はまったく当選圏には届かなかった。
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　確かに、民主党の加賀谷候補は当選の可能性が一番高いにしても、民主党自
体としては平和憲法擁護を主張しているわけではない。だから討論会では、「選
挙に当選できないかもしれないが、民主党は信用できないからこれまでの護憲
政党の候補者に投票する」という意見と「悔しいけれど、当選可能性を考えて
民主党加賀谷候補に投票するしかない」という意見の双方が出された。
　社会科学では、マックス・ヴェーバーなどにより「信条倫理」と「結果倫理（政
治倫理）」の相違が指摘されているが、「あくまでも自分の信条に即して行動す
る」という信条倫理に立てば前者のような投票をすることになり、「政治的な
結果を考慮して行動する」という結果倫理に立てば後者のような投票をするこ
とになる。ヴェーバーらは、「信条倫理は大事だけれども、政治の世界におい
ては信条倫理だけではなく結果倫理を考慮して、時には信条倫理に反した行動
をすることが必要だ」と主張している。
　「これまで一貫して共産党候補に投票してきたけれども、この選挙分析を見
ると加賀谷候補に投票する他ないのか…」と涙を浮かべながら発言された人も
いた。これは感動的な情景で、ヴェーバーなら、「それこそ政治における結果
倫理による英雄的な選択である」と絶賛するだろう。信条倫理を強く持ってい
ればいるほど、結果倫理による行動には勇気が必要である。
　勿論、この討論集会ではこの二つの選択のどちらがよいかを決定することを
目的としたものではない。このような政治的な議論を市民が行なうことにこそ、
大きな意義があるのである。平和憲法を擁護したい人たちは民主党をしばしば
改憲政党とみなしているから、そもそもアンケートをしたり過去の選挙結果を
検討したりしなければ、死票になる危険性をあまり考えずに、信条倫理にした
がって、悩まずに社共候補に投票したかもしれない。熟議した結果、投票につ
いては悩みが生まれたかもしれないが、このように苦悩しつつも熟考すること
こそが、民主主義の質を向上させる。もし熟議した結果、そうする前に考えて
いた投票から実際の投票が変化すれば、それは熟議の効果と考えられることに
なる。まさに、今回の討論集会は、熟議投票・熟議民主主義という新しい考え
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を根付かせるための先駆的な試みと言えるだろう。
５．結語
　このような試みは、あくまでも「平和への結集」という考え方に共感した市
民を中心に行ったものであるから、様々な点で学問的な熟議民主主義の実験と
は異なっている。たとえば、学問的実験なら、選挙の争点や選挙予想などにつ
いて、もっと多様な見方が示されるだろうし、参加する市民も無作為抽出など
により、もっと多数で行われるだろう11。
　けれども、熟議民主主義は理論的・学問的な側面とともに実践的な提案や規
範的な議論という側面も持っている。この点では、以上は特色を持った実践的
な試みということができるだろう。このような試みを市民の手で行うことは民
主主義の発展にとって重要なことであり、報告に値する意味を持っていると思
われるのである。
11 熟議民主主義論との関係の整理については、本特集24ページ以降の小林発言を参照。
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■参考資料
2007 年６月 27 日
平和への大結集・千葉
「参議院千葉選挙区　熟議討論集会」
開会の挨拶：「熟議投票の意味と意義」（小林正弥）
　皆様今日はお集まり頂きありがとうございます。「熟議投票」という言葉はおそら
く聴きなれない方が多いと思いますので、若干政治学の観点からの説明をいたしま
す。もちろん政治にとっての一番の基礎は選挙であるわけですけれども、かつての
議会制がイギリスなどで導入された頃のイメージでは（有権者が納税額などによっ
て制限されている）制限選挙だったので、「有権者には財産と教養があって、十分な
理性がある。そういう人たちが理性的に投票する。」というものでした。
　ところが、20 世紀には普通選挙が実現をして、マス・デモクラシー（大衆デモク
ラシー）と言われる時代に入りました。そうすると、たとえば 20 歳以上の成人が全
員投票できることになり、これ自体は素晴らしいことであるわけですが、逆にいえ
ば政治について関心が無い人、情報を持っていない人たちも、当然ながら投票でき
ることになりました。そこで政治的決定の基礎を成す投票が、普段は政治に関心を
持っていない人たちの一時的な動向によって左右されてしまう、という問題が生じ
たわけです。
　たとえば第二次大戦の原因となった、ナチズムなどのファシズムにおいては、こ
の問題点が最悪の形態であらわれて、カリスマ的な力を持ったデマゴーグが、非常
に巧妙に人々を扇動する。人々の方は十分な情報を持って理性的に投票するのでは
なく、その時のムードとかカリスマ的指導者の扇動によって投票してしまい、それ
がファシズムの台頭になってしまったわけです。そこで、20 世紀後半の戦後の政治
学においては、「この大衆デモクラシーの難点をどのように克服するか」ということ
が大きな問題意識として存在しました。
　しかし現在でも、この民主主義の弱点について抜本的な解決があるわけではあり
ません。当然ながら有権者の間で情報や見識の違いがあるわけで、その差を埋める
のは容易なことではないし、さらに近年では政治的無関心がふえて、投票率が落ち
ています。日本だけではなく、他の国でもしばしばこのような現象が見られるのです。
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　こういう問題点を克服するために、最近、公共哲学や政治学で重視されている考
え方として、“熟議民主主義（deliberative democracy）”というものがあります。簡
単に言うと、「民主主義の質をあげるために、人々が十分な情報や知識を持ちその
上でよく議論してから、選挙を行ったり、政策決定を行ったりすべきである。だか
ら、そのための実験を行い、そのための仕組みを提案していこう」という考え方です。
熟考して議論するという意味で「熟議」という表現を用いています。
　哲学的にはハーバーマスというヨーロッパの代表的な哲学者などが、コミュニケー
ションについて考察して「討議倫理」や「熟議政治」という考え方を提案し大きな
役割を果たしています。そして、より現実に近いレベルでは、実証的な研究が行わ
れています。実験として、例えば無作為に抽出した一定数の市民の人たちに、週末
に何日間か集中的にある争点について議論してもらいます。まず、賛否双方につい
て公正な情報が得られるようにします。たとえば、賛成派と反対派の双方の専門家
や政治家などが説明をします。それを市民たちが聞いた上で、今度は専門家のいな
い場で、少人数で市民同士の議論をじっくりします。そうすると、その前と後で意
見を調べてみると、賛成と反対のパーセンテージが変わってきます。このような実
験をしてみると、たしかに、情報とか知識を得て議論をすると、賛成反対の意見が
変わってくることがわかります。
　たとえば環境問題や犯罪問題のような具体的な争点について実験が行われてきま
した（英米やオーストラリアにおける熟議意見調査）。この調査を主導しているフィ
シュキンという研究者とはケンブリッジの会議で会ったことがあります。私の報告に
対するコメンテーターでした。また、科学技術についてこのような方式で市民協議
を行って報告書を出す「コンセンサス会議」（デンマーク、オランダ、イギリス、ニュー
ジーランド、スイスなど）や、熟議に基づいて地域計画作成の提案を行う「計画細胞」
（ドイツ、スペイン、オランダ、パレスチナなど）や「市民陪審」（英米）などの試
みが行われています。
　さらには選挙について、フィシュキンらは熟議意見調査を行っています。総選挙
直前の週末に熟議のための会議を行って政党支持の変化を調べるわけです。こうし
て、熟議がなされることによって確かに選挙結果が変わるということも実証されて
います。だから、フィシュキンは「そういう仕組みを制度的に作ろう」という提案
もしています。総選挙の 1 週間に、「熟議の日（deliberation day）」という休日を設け、
投票区の集会場に有権者を集めて熟議を行うという提案です。
　篠原一先生は、かつて東京大学でヨーロッパ政治史を教えておられた方で、日本
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に連合政権や市民参加を紹介するという大きな役割を果たした方です。篠原先生が
最近書かれた『市民の政治学―討議デモクラシーとは何か』（岩波新書、2004 年）は、
このような考え方が非常にわかりやすい形で紹介をされていますのでご関心のある
方はご覧ください。ここでは、「熟議デモクラシー」よりも対決性や批判性を強調し
た「討議デモクラシー（discursive democracy）」( ドライゼク ) という用語が使われ
ています。
　これらの熟議民主主義の実験においては、市民は基本的には無作為に選ばれて特
定の立場に偏っていないように配慮されています。でも、このような考え方を、一
定の方向性を持ったグループが意識的に採用して、人々の判断の質を高めていくこ
とも有意義だろうと思います。そこで、私は選挙についてこのような試みを提唱し「熟
議投票」という表現を用いているのです。私が代表をしている地球平和公共ネット
ワークでは、以前から平和のための熟議投票の呼びかけをしているのですが、今回は
「平和への大結集・千葉」において、参議院選にむけたアンケートをとって、それを
自分たちの間で議論をして、その上で一人ひとりがきちんと見識をもって投票をし
ようということになりました。これは当然我々にとっても重要なことですが、こう
いう実践が日本の中で広まっていくことは、民主主義の質を上げると思いますので、
今日の討議集会は非常に大きな意味を持っていると思っております。
